
1 

税務訴訟資料 徴収関係判決 平成３０年判決分（順号２０１８－９） 

東京地方裁判所 平成●●年（○○）第●●号 納税の猶予不許可処分取消請求事件 

国側当事者・国（東京国税局長） 

平成３０年２月２８日棄却・確定 

 

判 決 

原告 Ｘ株式会社 

同代表者代表取締役 Ａ 

同訴訟代理人弁護士 鶴見 祐策 

 山田 大輔 

被告 国 

同代表者法務大臣 上川 陽子 

処分行政庁 東京国税局長 

 藤田 博一 

同指定代理人 飯塚 晴久 

 島村 清一朗 

 寺本 大介 

 井上 卓也 

 前田 純武 

 

主 文 

１ 原告の請求を棄却する。 

２ 訴訟費用は原告の負担とする。 

 

事実及び理由 

第１ 請求 

 東京国税局長が原告に対し平成２７年１２月８日付けでした原告による同年８月２８日付け

納税の猶予の申請を不許可とした処分（以下「本件処分」という。）を取り消す。 

第２ 事案の概要 

 本件は、原告が、所轄の京橋税務署長から原告の滞納国税の徴収を引き継いだ東京国税局長

に対し、昭和６０年以降の滞納国税につき国税通則法４６条２項前段に基づく納税の猶予の申

請をしたところ、東京国税局長から当該申請を不許可とする処分（本件処分）を受けたため、

原告には同項４号又は５号に該当する事実があり本件処分は違法であると主張して、その取消

しを求める事案である。 

１ 関係法令等の定め 

 別紙「関係法令等の定め」に記載のとおりである（同別紙における略称は、以下においても

用いることとする。）。 

２ 前提事実（当事者間に争いがないか、掲記の証拠等により認められる。） 

（１）原告について 
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 原告は、宅地建物取引等を業とする株式会社である。 

（２）本件処分に至る経緯 

ア 原告は、昭和６０年以降現在に至るまで、継続して国税を滞納しているところ、東京国

税局長は、平成２７年１月２９日、京橋税務署長から、原告の滞納国税について徴収の引

継ぎを受けた。 

イ 原告は、平成２７年８月２８日、東京国税局長に対し、平成２５年９月１日から平成２

６年８月３１日までの事業年度の決算において当期純損失が１１６万８５０９円であり、

同年９月１日から平成２７年８月３１日までの事業年度の決算においても当期純損失が１

６０万円となることが予測されること等を猶予該当事実として、別紙「一覧表」の国税に

ついて、猶予期間を同年９月１日から平成２８年８月３１日までとし、納付計画における

納付金額を、平成２７年９月から平成２８年２月までは毎月７万円、同年３月から同年７

月までは毎月１０万円、同年８月は残額一括とする納税の猶予の申請をした（甲１０、乙

２。以下「本件猶予申請」という。）。 

ウ 東京国税局長は、平成２７年１０月１４日付けで、原告に対し、本件猶予申請について、

添付して提出すべき猶予該当事実を証明する書類が不足していたことから、当該書類の提

出を求める旨の通知をした（乙３の１・２）。 

 原告は、上記の通知を受けて、同年１１月４日、東京国税局長に対し、課税期間及び事

業年度を平成２６年９月１日から平成２７年８月３１日までとする消費税及び地方消費税

の確定申告書並びに法人税の確定申告書（いずれもその抜粋の写し）を提出した。 

エ 東京国税局長は、平成２７年１２月８日付けで、本件猶予申請について、国税通則法４

６条２項４号の要件に該当しないことを理由に不許可とし（本件処分）、同月９日、原告

に対し、納税の猶予不許可通知書を送付した。 

 また、東京国税局長は、同月８日付けで、原告の滞納国税について、国税徴収法の規定

に基づく換価の猶予を行うこととし、同月９日、原告に対し、上記納税の猶予不許可通知

書に同封して、換価の猶予通知書を送付した。 

（３）本件訴訟に至る経緯等 

ア 原告は、平成２８年１月２９日、国税不服審判所長に対し、本件処分を不服として審査

請求を行った。 

 国税不服審判所長は、同年７月４日付けで、当該審査請求について、棄却する旨の裁決

をした。 

イ 原告は、平成２８年１２月２７日、本件訴えを提起した（顕著な事実）。 

３ 争点 

（１）国税通則法４６条２項４号該当性 

（２）国税通則法４６条２項５号該当性（前提としてその主張の許否） 

４ 争点に関する当事者の主張の要旨 

（１）争点（１）（国税通則法４６条２項４号該当性）について 

（原告の主張） 

ア（ア）税務署長等は、納税者の滞納整理に当たっては、画一的な取扱いをすることなく、

納税者の個別具体的な実情に即して適切に対応する必要がある（猶予取扱要領第１章

１）ところ、国税通則法４６条２項４号の「事業につき著しい損失を受けた」の意義
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につき、基本通達４６条関係１１－２が定めるように、調査期間の損益計算において、

基準期間の利益金額の２分の１を超えて税引前当期純損失が生じていると認められる

場合（基準期間において税引前当期純損失が生じている場合には、調査期間の損失金

額が基準期間の損失金額を超えているとき）と解して画一的に運用すると、直近１年

間に損失が拡大した場合にしか納税の猶予が認められないこととなり、その制度趣旨

に反する。納税の猶予の制度趣旨に鑑みれば、継続的に損失が生じており、そのため

に納税をすれば事業や生計が維持できなくなるという場合についても納税の猶予を認

めるべきである。 

（イ）原告は、決算において継続的に損失を生じさせており、平成２０年８月３１日時点

における翌期へ繰り越す欠損金又は災害損失金の額（以下「繰越欠損金等額」とい

う。）が１９０７万８３５５円、平成２５年８月３１日時点における繰越欠損金等額

が９６１万７２６２円と多額であり、また、滞納税金を支払うために処分可能な資産

を有しておらず、このまま滞納税金の分割納付を続けた場合には、事業資金が不足し

事業を維持できなくなるから、「事業につき著しい損失を受けた」場合に該当する。 

イ（ア）また、基本通達４６条関係１１－２の解釈と同等に納税することが困難な事情があ

る場合には、税務署長等は納税の猶予の許可処分をしなければならないと解すべきと

ころ、基準期間と調査期間とで連続して純損失が生じている場合には、納税する原資

がないという点で上記解釈が定める場合と納税の困難性に違いはないから、この場合

も「事業につき著しい損失を受けた」に該当すると解すべきである。 

（イ）原告においては、平成２５年９月１日から平成２６年８月３１日までの事業年度と

同年９月１日から平成２７年８月３１日までの事業年度の各決算において、連続して

当期純損失が生じているから、「事業につき著しい損失を受けた」場合に該当すると

いうべきである。 

（被告の主張） 

ア 国税通則法４６条２項４号の「納税者がその事業につき著しい損失を受けた」ことにつ

き、基本通達４６条関係１１－２や猶予取扱要領第２章第１節４（３）ニ（イ）が定める

判断基準には合理性があり、これに従ってされた税務署長等による納税の猶予の許否の判

断が裁量権の範囲を逸脱し又はこれを濫用したものであるとの評価を受けることはない。 

イ 本件において、原告の調査期間（平成２６年９月１日から平成２７年８月３１日まで）

の損失金額は５３万５２５０円、基準期間（平成２５年９月１日から平成２６年８月３１

日まで）の損失金額は９８万８６１２円であり、調査期間の損失金額が基準期間の損失金

額を超えておらず、基本通達４６条関係１１－２が定める判断基準に当たらないから、原

告は「事業につき著しい損失を受けた」とはいえず、国税通則法４６条２項４号に該当し

ない。 

（２）争点（２）（国税通則法４６条２項５号該当性（前提としてその主張の許否））について 

（原告の主張） 

ア 上記（１）（原告の主張）のとおり、原告においては、基準期間と調査期間の決算にお

いて連続して当期純損失が生じており、また数年にわたり継続して当期純損失が生じてい

るところ、このように会社経営が悪化しているという状況は、基本通達４６条関係１２

（２）ニの「売上の著しい減少」や「経費の著しい増加」と同等以上に納税が困難な事情
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であるといえ、国税通則法４６条２項４号の「納税者がその事業につき著しい損失を受け

たこと」と同等に納税することが困難であるといえるから、同項５号の「前各号のいずれ

かに該当する事実に類する事実があったこと」に該当する。 

イ 原告は、本件猶予申請において、申請書に国税通則法の適用条文（項・号）を記載して

はおらず、また、納税の猶予をすべき事実として、一貫して会社の経営状態が継続して赤

字であること等を主張しており、その事実主張に変更はないから、本件訴訟において国税

通則法４６条２項５号に該当する事実がある旨の主張をすることは許される。 

（被告の主張） 

ア 原告は、本件処分がされるまでに、本件猶予申請において国税通則法４６条２項５号に

該当する事実がある旨の主張をしていなかったところ、申請主義を採用する納税猶予制度

の趣旨に鑑みれば、本件訴訟に至って同号に該当する事実がある旨の主張をすることは許

されないから、同号に該当する事実がある旨の原告の主張は失当である。 

イ また、原告においては、基準期間の売上に対して調査期間の売上は増加しており、売上

の著しい減少はなく、基準期間の販売費及び一般管理費（以下「販管費」という。）に対

して調査期間の販管費の増加率は約４％にとどまる上、基準期間の販管費及び売上原価の

合計額に対して調査期間のそれは減少しており、経費の著しい増加があったともいえない

ことからすると、原告につき、国税通則法４６条２項５号に該当する事実があるとは認め

られない。 

第３ 当裁判所の判断 

１ 認定事実（掲記の証拠により認められる。） 

（１）原告における決算の内容等 

 原告の決算における売上高、売上原価、販管費、当期純利益又は当期純損失の推移及び確

定申告書における繰越欠損金等額は次のとおりである。 

ア 平成１９年９月１日から平成２０年８月３１日までの事業年度（甲１） 

・ 売上高 ２６８４万１３５０円 

・ 売上原価 １０２５万９５４０円 

・ 販管費 １６７４万３４９３円 

・ 税引前当期純利益 ３０万９６２８円 

・ 当期純利益 １０万７３３９円 

・ 繰越欠損金等額 １９０７万８３５５円 

イ 平成２０年９月１日から平成２１年８月３１日までの事業年度（甲２） 

・ 売上高 ２４６３万６７０２円 

・ 売上原価 ８００万６４５２円 

・ 販管費 １８１１万３３８６円 

・ 税引前当期純損失 １万７１６２円 

・ 当期純損失 １９万６５５４円 

・ 繰越欠損金等額 １８０９万１２６４円 

ウ 平成２１年９月１日から平成２２年８月３１日までの事業年度（甲３） 

・ 売上高 ２１００万５８３９円 

・ 売上原価 ５４４万３０２０円 
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・ 販管費 １７４８万１９４２円 

・ 税引前当期純利益 ２０３万９６８５円 

・ 当期純利益 １８５万９９６３円 

・ 繰越欠損金等額 １５９７万８１１３円 

エ 平成２２年９月１日から平成２３年８月３１日までの事業年度（甲４） 

・ 売上高 ３０３０万０５４１円 

・ 売上原価 ７６９万７３７０円 

・ 販管費 １７９８万６３３４円 

・ 税引前当期純利益 ５８３万１７１６円 

・ 当期純利益 ５６５万１８７３円 

・ 繰越欠損金等額 ８９８万６０５３円 

オ 平成２３年９月１日から平成２４年８月３１日までの事業年度（甲５） 

・ 売上高 ２２５５万４５２９円 

・ 売上原価 ８２０万０５４７円 

・ 販管費 １７４９万６３３１円 

・ 税引前当期純損失 ２６１万７０７６円 

・ 当期純損失 ２８２万３２８３円 

・ 繰越欠損金等額 １１４９万６７６７円 

カ 平成２４年９月１日から平成２５年８月３１日までの事業年度（甲６） 

・ 売上高 ２３５０万４０３９円 

・ 売上原価 ６３３万９５２５円 

・ 販管費 １５８５万１１９７円 

・ 税引前当期純利益 １７９万７８３２円 

・ 当期純利益 １６１万７９４８円 

・ 繰越欠損金等額 ９６１万７２６２円 

キ 平成２５年９月１日から平成２６年８月３１日までの事業年度（甲７、乙１０） 

・ 売上高 ２０５０万６０５４円 

・ 売上原価 ６５４万３７９５円 

・ 販管費 １５４９万６８０４円 

・ 税引前当期純損失 ９８万８６１２円 

・ 当期純損失 １１６万８５０９円 

 なお、当該期間は、本件猶予申請に係る猶予期間との関係で、基準期間に当たる。 

ク 平成２６年９月１日から平成２７年８月３１日までの事業年度（甲８、乙１１） 

・ 売上高 ２０５９万９４３３円 

・ 売上原価 ５７７万０２６２円 

・ 販管費 １６０６万６４９１円 

・ 税引前当期純損失 ５３万５２５０円 

・ 当期純損失 ７１万５１６０円 

 なお、当該期間は、本件猶予申請に係る猶予期間との関係で、調査期間に当たる。 

（２）本件猶予申請における納税の猶予を求める事情 



6 

 前記前提事実（２）イのほか、本件猶予申請に係る申請書には、①猶予該当事実の補足と

して、不景気と取引先の破綻により収入が減少し、収益改善にある程度時間を要することや、

運転資金の差押えにより資金繰りが悪化したにもかかわらず、滞納国税の分割納付を継続し

たため資金繰りが行き詰まっている状態であることが、②一時に納付することができない事

情の詳細として、滞納税額が多額であることが記載されている（乙２）。 

２ 争点（１）（国税通則法４６条２項４号該当性）について 

（１）ア 国税通則法４６条２項前段の規定する納税の猶予は、納税者が同項各号に所定の猶予

該当事実により国税を一時に納付することができないと認められる場合に、税務署長等

が、その納付することができないと認められる金額を限度として、納税者の申請に基づ

き、１年以内の期間を限り、その納税を猶予することができるというものであり、本来、

納税者がその国税を納期限までに完納しない場合には、納付の督促を経て滞納処分が行

われることになる（同法３７条、４０条）ところ、納税の猶予の期間内は新たに督促及

び滞納処分がされず（同法４８条１項）、既に滞納処分による差押えがされている場合、

猶予を受けた者の申請によりこれを解除できる（同条２項）ものであり、納税者を救済

するための例外的な制度であるということができる。 

 このように納税の猶予が納税者救済のための例外的な制度であることからすると、納

税の猶予の適用に当たっては、納税者間において不公平が生じることを回避し、税務行

政の適正妥当な執行を確保する必要があるところ、国税通則法４６条２項４号の該当性

について、基本通達や猶予取扱要領（以下「基本通達等」という。）が一定の判断基準

を定めているのは、かかる趣旨によるものであると解される。このような基本通達等が

定められた趣旨に鑑みると、基本通達等の定めが合理性を有するものといえる場合には、

これを当該事案に適用することが不合理であるという特別な事情がない限り、当該定め

に従った判断は、同号該当性の判断として相当であるというべきである。 

イ（ア）基本通達４６条関係１１－２は、国税通則法４６条２項４号にいう「事業につき

著しい損失を受けた」の意義につき、調査期間の損益計算において、基準期間の利

益金額の２分の１を超えて損失が生じていると認められる場合（基準期間において

損失が生じている場合には、調査期間の損失金額が基準期間の損失金額を超えてい

るとき）をいうものとする旨を定め、猶予取扱要領第２章第１節４（３）ニ（イ）

は、調査期間内において損失原因の発生日が特定できる場合には、その日以降調査

日までの間に生じたと認められる損失金額と当該期間に対応する基準期間中の利益

金額（又は損失金額）とを比較して上記の判定を行っても差し支えない旨を定めて

いる。 

 上記アのとおり同項の納税の猶予の制度が納税者に対する例外的な救済措置であ

ることや、同項４号が単なる損失ではなく「著しい損失」と限定していること、同

項１号ないし３号では、災害や盗難、病気や負傷、事業の廃止又は休止といった類

型的に事業収益への悪影響が大きいといえる事実が定められており、これらと並ん

で規定される同項４号の「著しい損失」の程度についても、一定の数値により事業

収益の悪化の程度を類型的に捉えることは合理的であるといえることに加え、同項

５号が前各号のいずれかに該当する事実に類する事実と規定しており、同項１号な

いし４号に該当しない場合でも同項５号に該当する余地が残されていることをも考
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慮すれば、基本通達等が上記のような数値的な基準をもって同項４号該当性を判断

することとしていることは、合理性を有するものということができる。 

（イ）これに対し原告は、同項４号について、納税者の事業につき継続的に損失が生じ

ていて納税すると事業が維持できなくなる場合や、基準期間と調査期間とで連続し

て純損失が生じている場合には、「事業につき著しい損失を受けた」に該当すると

解すべきであると主張する。 

 しかし、同項による納税の猶予は１年間を上限とする一時的なものであることか

らすると、同項を適用する要件である「著しい損失」についても、最長１年間の猶

予により回復することがあり得る一時的な事象に限る趣旨で、調査期間と基準期間

とを比較し一定の程度を超える損失が生じている場合に限るとすることには相応の

合理性があり、単に、継続的に損失が生じていることのみをもって同号に該当する

と解すべきとはいえない。また、同号が「著しい」損失と限定していることや、同

項１号ないし３号が類型的に事業収益への悪影響が大きいといえる具体的な出来事

を定めていることからすると、同項４号についても、相当程度の事業収益の悪化が

あったことを示すものとして、前年の利益金額の２分の１を超える損失金額が生じ

たことや、前年の損失金額を超える損失金額が生じたこと、すなわち損失が拡大し

たことを要するとすることには合理性があり、損失が連続して発生しているのみで

同号に該当すると解すべきとはいえない。 

 なお、原告は、基本通達４６条関係１１－２の解釈と同等に納税することが困難

な事情がある場合には納税の猶予を許可しなければならない旨主張するところ、当

該主張は、同項４号該当性のあてはめ（上記アで説示した特別な事情の存否）、な

いし同項５号該当性の問題であると位置付けられ、同項４号に係る基本通達等の合

理性自体に影響するものではない。 

（２）ア 前記認定事実（１）キ及びクによれば、調査期間である平成２６年９月１日から平成

２７年８月３１日までの期間の原告の損失金額は５３万５２５０円であるのに対し、基

準期間である平成２５年９月１日から平成２６年８月３１日までの期間の原告の損失金

額は９８万８６１２円である。 

 したがって、調査期間の損失金額が基準期間の損失金額を超えていないから、基本通

達４６条関係１１－２の定める基準には該当しない。 

イ また、前記認定事実（１）キ及びクによれば、原告は、平成２５年９月１日から平成

２６年８月３１日までの事業年度と同年９月１日から平成２７年８月３１日までの事業

年度の２事業年度に連続して税引前当期純損失及び当期純損失を計上しているものの、

この２事業年度を比較すると、損失額は、税引前当期純損失では約４６％、当期純損失

では約３９％減少しており、その決算上、損失を大幅に縮小させていて業績に回復基調

が認められるともいえるほか、本件猶予申請や本件訴訟における原告の主張によっても、

決算上の数値のほかに事業収益の状況が悪化したことを示す具体的な出来事等はうかが

われず、原告につき、基本通達４６条関係１１－２の定める基準を適用することが不合

理であるといえる事情もない。 

（３）したがって、基本通達４６条関係１１－２の基準に従い、原告につき国税通則法４６条２

項４号に該当する事実がないとする判断は相当であり、原告につき、同号に該当する事実は
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認められない。 

３ 争点（２）（国税通則法４６条２項５号該当性（前提としてその主張の許否））について 

（１）原告が国税通則法４６条２項５号該当性の主張をすることの許否 

 原告は、本件訴訟において、原告につき国税通則法４６条２項５号に該当する事実がある

旨の主張をするところ、かかる主張をしたとしても、納税の猶予を求める国税の内容や猶予

の期間等が本件猶予申請と異なることにはならないし、原告が同号に該当するとして主張す

る事実関係も、原告につき継続して当期純損失が生じていること等、本件猶予申請における

猶予該当事実（前記前提事実（２）イ、前記認定事実（２））と同様であり、本件猶予申請

において同号に該当する事実も主張されていたとみる余地があるから、原告による当該主張

を制限すべき理由はなく、かかる主張をすることは許されるというべきである。 

 この点につき、被告は、原告が本件猶予申請において同号に該当する事実がある旨の主張

をしていなかったことから、本件訴訟において同号に該当する旨の主張をすることは許され

ないと主張するが、上記のとおり、原告の同号該当性の主張に係る事実は本件猶予申請のも

のと同様であり、本件猶予申請において同号に該当する事実も主張されていたとみる余地が

あり、本件訴訟において同号に該当する旨の主張をしても、取消しを求める処分の同一性が

損なわれるものではないから、当該被告の主張は採用できない。 

（２）国税通則法４６条２項５号該当性について 

ア（ア）国税通則法４６条２項５号の該当性についても、基本通達において一定の判断基準

が定められているところ、前記２（１）アと同様、基本通達の定めが合理性を有する

ものといえる場合には、当該定めに依拠した判断は、原則として、同号該当性の判断

として相当であるというべきである。 

（イ）基本通達４６条関係１２（２）は、国税通則法４６条２項５号のうち同項３号又は

４号に類する事実として、おおむね、①納税者の経営する事業に労働争議があり、事

業を継続できなかったこと、②事業は継続しているものの、交通、運輸若しくは通信

機関の労働争議又は道路工事若しくは区画整理等による通行路の変更等により、売上

の著しい減少等の影響を受けたこと、③市場の悪化、取引先の被災、親会社からの発

注の減少等により、従前に比べ納税者の事業の操業度の低下又は売上の著しい減少等

の影響を受けたこと、④著しい損失の状態が生じたとまではいえないものの、それに

近い税引前当期純損失の状態が生じる原因となった売上の著しい減少又は経費の著し

い増加が生じたこと、⑤納税者が著しい損失（事業に関するものを除く。）を受けた

ことを掲げているところ、これらの事実はいずれも同項３号又は４号に類する事実と

評価することができるものであり、また、上記の定めは「おおむね」と留保してこれ

らの事実を掲げており、同項３号又は４号に類する事実をこれらの事実に限定するも

のでもないから、上記の定めは、内容的に相当なものであって合理性を有するといえ

る。 

イ 前記認定事実（１）キ及びクのとおり、原告については、基準期間である平成２５年９

月１日から平成２６年８月３１日までの事業年度の売上高は２０５０万６０５４円、売上

原価は６５４万３７９５円、販管費は１５４９万６８０４円であるのに対し、調査期間で

ある同年９月１日から平成２７年８月３１日までの事業年度の売上高は２０５９万９４３

３円、売上原価は５７７万０２６２円、販管費は１６０６万６４９１円であるところ、売
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上は若干増加しており、売上原価及び販管費の合計額は若干減少しているから、売上の減

少ないし経費の増加の事実は認められず、上記④には該当しない。また、上記①～③及び

⑤に該当するといえる事情も見受けられない。 

 そして、本件猶予申請に係る申請書には、不景気や取引先の破綻といった記載がある

（前記認定事実（２））ものの、その具体的事情等は不明であり、本件猶予申請の当時に

おいて、原告の事業の収益等の状況が悪化していたのか否かや、悪化していたとしてその

原因や程度等も明らかではなく、また、前記認定事実（１）によれば、原告の決算におい

ては、当期純利益と当期純損失とがおおむね１～２年おきに生じていて基準期間の直前の

事業年度では当期純利益が生じており、継続的に当期純損失を計上し続けているともいえ

ないことからすれば、上記①～⑤に類似するような事実があるとも認められない。 

ウ したがって、基本通達４６条関係１２（２）の定めに依拠し、原告につき国税通則法４

６条２項５号に該当する事実がないとする判断は相当であり、原告につき、同号に該当す

る事実は認められない。 

４ まとめ 

 以上によれば、原告について国税通則法４６条２項４号又は５号に該当する事実は認められ

ないから、本件猶予申請を不許可とした本件処分に違法はない。 

 よって、原告の請求には理由がないからこれを棄却することとして、主文のとおり判決する。 

 

東京地方裁判所民事第３部 

裁判長裁判官 古田 孝夫 

   裁判官 大畠 崇史 

   裁判官 古屋 勇児 
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別紙 

関係法令等の定め 

 

１ 国税通則法 

（１）国税通則法４６条２項前段は、税務署長等は、同項各号のいずれかに該当する事実（以下「猶

予該当事実」という。）がある場合において、その該当する事実に基づき、納税者がその国税を

一時に納付することができないと認められるときは、その納付することができないと認められる

金額を限度として、納税者の申請に基づき、１年以内の期間を限り、その納税を猶予することが

できる旨を定め、同項１号は、納税者がその財産につき、震災、風水害、落雷、火災その他の災

害を受け、又は盗難にかかったことを、同項２号は、納税者又はその者と生計を一にする親族が

病気にかかり、又は負傷したことを、同項３号は、納税者がその事業を廃止し、又は休止したこ

とを、同項４号は、納税者がその事業につき著しい損失を受けたことを、同項５号は、前各号の

いずれかに該当する事実に類する事実があったことを掲げる。 

（２）国税通則法４６条の２第２項は、同法４６条２項の規定による納税の猶予の申請をしようとす

る者は、猶予該当事実があること及びその該当する事実に基づきその国税を一時に納付すること

ができない事情の詳細、当該猶予を受けようとする金額及びその期間、分割納付の方法により納

付を行うかどうか（分割納付の方法により納付を行う場合にあっては、分割納付の各納付期限及

び各納付期限ごとの納付金額を含む。）その他の政令で定める事項を記載した申請書に、当該該

当する事実を証するに足りる書類、財産目録、担保の提供に関する書類その他の政令で定める書

類を添付し、これを税務署長等に提出しなければならない旨を定める。 

２ 国税通則法基本通達（徴収部関係）（乙１、８、１２。以下「基本通達」という。） 

（１）基本通達４６条関係１１－２は、国税通則法４６条２項４号の「事業につき著しい損失を受け

た」とは、猶予期間の始期の前日（以下「調査日」という。）以前１年間（以下「調査期間」と

いう。）の損益計算において、調査期間の直前の１年間（以下「基準期間」という。）の税引前当

期純利益の額（以下「利益金額」という。）の２分の１を超えて税引前当期純損失が生じている

と認められる場合（基準期間において税引前当期純損失が生じている場合は、調査期間の税引前

当期純損失の額（以下「損失金額」という。）が基準期間の損失金額を超えているとき）をいう

旨を定める。 

（２）基本通達４６条関係１２（２）は、国税通則法４６条２項５号のうち同項３号又は４号に類す

る事実とは、おおむね、①納税者の経営する事業に労働争議があり、事業を継続できなかったこ

と（同イ）、②事業は継続しているものの、交通、運輸若しくは通信機関の労働争議又は道路工

事若しくは区画整理等による通行路の変更等により、売上の著しい減少等の影響を受けたこと

（同ロ）、③市場の悪化、取引先の被災、親会社からの発注の減少等により、従前に比べ納税者

の事業の操業度の低下又は売上の著しい減少等の影響を受けたこと（同ハ）、④著しい損失の状

態が生じたとまではいえないものの、それに近い税引前当期純損失の状態が生じる原因となった

売上の著しい減少又は経費の著しい増加が生じたこと（同ニ）、⑤納税者が著しい損失（事業に

関するものを除く。）を受けたこと（同ホ）をいう旨を定め、その注において、「売上の著しい減

少」とは、単に従前に比べて売上が減少したというだけでは足りず、事業の休廃止若しくは事業

上の著しい損失があったのと同視できるか又はこれに準ずるような重大な売上の減少があったこ

とをいう旨を定める。 
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（３）基本通達４６条関係７は、国税通則法４６条２項の規定により猶予する期間は、１年を限度と

して、納税者の財産の状況その他の事情からみて、その猶予に係る国税を完納することができる

と認められる最短期間とする旨を定める。 

３ 平成２７年３月２日付け徴徴５－１０、徴管２－１４国税庁長官事務運営指針別冊「納税の猶予

等の取扱要領」（乙１。以下「猶予取扱要領」という。） 

（１）猶予取扱要領第１章１は、滞納整理に当たっては、画一的な取扱いをすることなく、納税者の

個別的、具体的な実情に即して適切に対応する必要があるため、納税者から納税の猶予又は換価

の猶予の申請がされた場合は、その申請の内容について、必要な調査を的確に行い、法令等に基

づき適切に処理するものとし、納税者から、滞納となっている国税を直ちに納付することが困難

である旨の申出があった場合には、納税者の視点に立って、その申出の内容を十分に聴取し、納

税についての誠実な意思を有していると認められる場合などについては、換価の猶予等の活用を

図るよう配意する旨を定める。 

（２）猶予取扱要領第２章第１節４（３）ニ（イ）は、国税通則法４６条２項４号の「事業につき著

しい損失を受けた」とは、基本通達４６条関係１１－２に定める場合をいい、調査期間内におい

て、例えば、購入予定の資材の高騰、在庫商品の価額の下落、取引先の都合による売買契約の解

除等の損失発生の原因となるような事実（季節変動等による恒常的なものを除く。以下「損失原

因」という。）があり、その事実の発生した日（損失原因が継続的に発生していたような場合に

は、最初にその事実が生じたと認められる日）の特定ができる場合には、その日以降調査日まで

の間に生じたと認められる損失金額と基準期間の利益金額（損失が生じている場合には、損失金

額）のうち損失原因の生じた日以降調査日までの期間に対応する期間の利益金額（又は損失金

額）とを比較して上記の判定を行っても差し支えない旨を定める。 

以上 
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別紙「一覧表」 省略 


